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1. ミューオン・原子核の相互作用とミューオン核データ 

 ミューオンは第二世代の荷電レプトンで、電子のおよそ 200 倍の質量を持ち、2.2 µs の

寿命で電子と二つのニュートリノに崩壊（ミューオン崩壊）する素粒子の一つである。

ミューオンは正負の電荷を持つ 2 種類があり、物質中で正ミューオンは「軽い陽子」とし

て、負ミューオンは「重い電子」として振る舞う。本稿では、主に原子核と相互作用する

負ミューオンのみを対象とする。図 1 に負ミューオン（以下単にミューオンと記す）と原

子核の相互作用する過程の概念図を示す。ミューオンが物質中で停止すると原子核が作

るクーロン場に捕われて原子束縛状態（ミューオン原子）を形成する。生成時のミューオ

ン原子は高い励起状態にあり、オージェ電子やミューオン原子 X 線を放出して段階的に

基底準位 1s 状態まで遷移する。1s 状態にあるミューオンは一定の寿命を持ち、自然崩壊

または原子核捕獲反応（以下、ミューオン捕獲と記す）[1] によって消滅する。ミューオ

ン捕獲の素過程は、原子核内の陽子とミューオンが弱い相互作用により中性子とニュー

トリノを生成する反応、 𝜇ି ൅ 𝑝 → 𝑛 ൅ 𝜈ఓ ሺ1ሻ 
であり、原子番号𝑍、質量数𝐴を持つ原子核ሺ𝑍,𝐴ሻに対してミューオン捕獲が起こると、原 
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子番号が一つ小さい原子核ሺ𝑍 െ 1,𝐴ሻを形成する。 𝜇ି ൅ ሺ𝑍,𝐴ሻ → ሺ𝑍 െ 1,𝐴ሻ ൅ 𝜈ఓ ሺ2ሻ 
この反応においてミューオンの静止質量（106 MeV/c2）の殆どはニュートリノが運動エネ

ルギーとして持ち去り、残りのエネルギーは 5-50 MeV 程度の励起状態にある原子核（複

合核）の形成に使われると考えられている。ミューオン捕獲により生成した複合核は、中

性子・陽子・アルファ粒子などの粒子放出やガンマ線脱励起を伴い残留核へと変化する。 

 

 
図 1 ミューオンと原子核の相互作用過程の概念図 

 

 近年これらミューオンによる核反応は、様々な学術研究や応用・産業利用においてその

重要性が指摘されている。ミューオン原子 X 線分光は、ほぼ全ての元素を、位置選択的

に、非破壊で元素分析できる新たな手法として、近年国内外のミューオン施設で精力的に

開発研究が行われている [2]。ミューオン捕獲による核変換は、原子炉で使用された使用

済み燃料を再処理した際に発生する高レベル放射線廃棄物の低減手法として、また医療

用 RI の新しい製造手法としても注目されている [3,4]。ミューオンビームを利用する加

速器施設では、ビーム照射によって生成する放射線同位元素の生成確率を知ることが放

射線安全の観点からも重要である。地上に降り注ぐ宇宙線のおよそ 7 割はミューオンで

あり、ミューオン捕獲は地上における宇宙線の影響を評価するためにも重要である。宇宙

線によって生じる半導体デバイスの一過性の誤動作（ソフトエラー）は、現代社会を構成

する半導体集積システムの信頼性を決定する最大要因となっている。従来は宇宙線の中

でも中性子がソフトエラーの主要因と考えられてきたが、近年の半導体デバイスの微細

化や構造変化に伴いミューオンが中性子に代わりソフトエラーの主要因となる可能性が

示唆されている [5]。いずれの研究でもミューオン原子 X 線エネルギーやミューオン捕

獲による反応核種生成率、粒子放出エネルギースペクトル等のデータは研究の基礎とな

るが、現状これらの測定量の系統的・網羅的な核データは存在しない。 
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 そこで現在我々はミューオン核データの開発を進めている[6]。ミューオン核データと

して、下記の 5 つの物理量（サブライブラリ）の核データ構築を計画している。 

(1) ミューオン原子 X 線のエネルギーと強度 

(2) ミューオン原子の寿命（ミューオン捕獲確率） 

(3) ミューオン捕獲による核種生成確率 

(4) ミューオン捕獲から放出される粒子の放出確率 

(5) ミューオン捕獲から放出される粒子のエネルギースペクトル 

ミューオン核データの開発は、物理過程の理論モデルの開発と測定によるベンチマーク

の連携によって行う。それぞれの現在の開発状況と今後の展望は本セッションの各講演

者による後続の記事を参照されたい。本稿では、ミューオン核データのうち「(3)ミュー

オン捕獲による核種生成確率」の測定実験について述べる。 

 

2. インビーム放射化法によるパラジウム同位体の核種生成確率測定 
 現在、大強度のミューオンビーム照射を利用した高レベル放射性廃棄物の核変換や医

療用 RI 製造が提案されている [3,4]。このミューオン核変換の実現には、その変換経路

や変換効率を定量的に見積る必要があり、ミューオン捕獲で生成する核種の生成確率分

布の基礎データが不可欠である。本研究では、長寿命核分裂生成核種の一つである 107Pd

（半減期 650 万年）近傍のパラジウム (Pd) 同位体 (104,105,106,107,108,110Pd) について、

ミューオン捕獲による核種生成確率測定を行った [7]。 

 図 2 に 107Pd を例にミューオン捕獲による核変換経路を核図表上に示した。式(2)に示し

たように、ミューオン捕獲は核図表上では右下の複合核を生成する。107Pd のミューオン

捕獲では、複合核ロジウム-107 (107Rh) を生成する。中重核のミューオン捕獲で作られる

複合核からの蒸発粒子の 9 割以上は中性子であり、0 から 5 個程度の中性子を放出して残

留核 103-107Rh へと至る。安定核である 103Rh を除いた生成 Rh 同位体はベータ崩壊核であ

り、一定の半減期を持って Pd の安定同位体へと核変換される。核変換効率の評価のため

には、これらの核種生成確率、つまり中性子放出多重度の核データが必要である。 

 

 
図 2 107Pd のミューオン捕獲による核変換の経路を核図表上に示す。107Pd のミューオ

ン捕獲では複合核 107Rhを生成し、主に複数の中性子を放出してRhの同位体を生成する。 
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 核種生成確率は放射化法によって測定する。放射化法は核反応で生成した放射性同位

体の生成確率を測定する最も信頼性の高い測定方法である。特に本研究で行なった Pd 同

位体のように原子番号（陽子数）が偶数の原子核のミューオン捕獲では、生成する核種が

主に奇数の陽子数を持つため、その多くは放射性同位体であり放射化法による測定でほ

ぼ全ての核種生成確率を得ることができる。一方で、ビーム照射の後に照射室とは別の場

所に用意したオフライン放射能測定装置を使用する従来の放射化測定では、照射試料の

移動時間内に放射崩壊してしまう短寿命核種の生成率は測定することができない。Pd 同

位体のミューオン捕獲では、半減期が 1 分以内の短寿命核も多く生成されるため、この

短寿命核の放射能を効率的に測定するための工夫が必要となる。この短寿命核の放射能

測定を可能にする手法が、本研究で開発したインビーム放射化法という手法である。 

 インビーム放射化法では、シンクロトロン加速器で加速された陽子ビームの核反応で

生成するミューオン（正確には核反応でパイオンを生成し、その崩壊ミューオンをビーム

として利用している）が持つ、パルスビームの時間構造を利用する。パルス時間構造を持

つミューオンビーム施設は、現在イギリスのラザフォードアップルトン研究所 (RAL-

ISIS) の理研ミューオン施設 (RIKEN-RAL) [8]と日本の J-PARC 物質生命科学実験施設 

(MLF) の MUSE [9] の 2 施設が存在する。図 3 にパルスミューオンビームの時間構造を

示す。パルスビーム施設では、一定の周波数（RAL-ISIS では 50Hz、J-PARC MLF では

25Hz）で複数のミューオンがパルス幅約 100 ns の短い時間にまとまって照射される。ビー

ムパルスの間にはビームが照射されていない「静かな」時間が十分にあり（RAL-ISIS で

20 ms、J-PARC MLF では 40 ms）、この時間にベータ崩壊ガンマ線を検出することで放射

能を測定することができる。ビームを照射しながら放射能を測定することから、この手法

のことをインビーム放射化法と命名した。インビーム放射化法では、数 ms から数時間ま

での広い範囲の放射能を効率的に測定することが可能である。 

 

 

図 3 パルスミューオンビームの時間構造。RAL-ISIS では 50Hz、J-PARC MLF では 25Hz

の周期でミューオンが複数個ほぼ同時に照射される。 
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図 4 RIKEN-RAL ミューオン施設 [10] と実験セットアップ 

 

 

 

 実験は RIKEN-RAL ミューオンビーム施設の Port-1 において行った。図 4 に実験ビー

ムラインとセットアップの写真を示す。RAL-ISIS のシンクロトロンで加速した 800 MeV

の陽子ビームをグラファイト製の生成標的に照射し、生成したパイオンの崩壊によって

得られるミューオンを RIKEN-RAL ミューオンビームラインで照射室 Port-1 に輸送した。

34 MeV/c の運動量を持つ低速ミューオンビームを Pd 同位体濃縮標的に停止させ、ミュー

オン捕獲により生成した残留核のベータ崩壊および核異性体崩壊によるガンマ線を、標

的の直下流に設置したゲルマニウム (Ge) 検出器で測定した。インビーム放射化法では、

半減期が 1 日程度までの放射能を測定し、より長い半減期を持つ核種の放射化測定は、

照射室の外に設置したオフライン測定装置で測定した。数日の半減期を持つ 105Rh（半減

期 35.3 時間）と 101Rh（半減期 4.34 日）は照射室すぐ外に設置したオフライン測定用の

Ge 検出器で、より長い半減期を持つ 102Rh（半減期 207.3 日）と 103Ru（半減期 39.2 日）

は東京大学に設置した超低バックグラウンド Ge 検出器でそれぞれ放射能を測定した。 

 図 5 に本実験で得られた 5 つの Pd 同位体標的におけるミューオン捕獲の核種生成確率

を、中性子多重度の関数として整理したグラフを示す。一部に中性子多重度の放出確率の

値が抜けているものがあるが、それらは主に放射化法では測定できない安定核 103Rh の生

成に起因している。実験で得られた核種生成確率は、PHITS (Particle and Heavy Ion Transport 

code system) による計算結果 [11,12]との比較を行った。PHITS の計算結果は実験で測定

された生成確率を概ねよく再現する一方で、使用されている物理モデルに改良が必要な

ことも明らかになった。実験結果と議論の詳細は原論文 [7]を参照していただくこととし、

本稿では本研究で実施したインビーム放射化法の特徴と今後の展望を紹介する。 
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図 5 5 つの Pd 同位体標的におけるミューオン捕獲で放出される中性子多重度の確率 

 

 これまでにもいくつかの原子核についてミューオン捕獲による核種生成確率の測定が

主に 2 つの手法によってなされている。その一つは、ミューオン捕獲で生成する複合核

が粒子放出をした後の脱励起ガンマ線を測定する手法である。このガンマ線測定手法で

は、原子核のガンマ線脱励起様式がよくわかっていて、かつ全てのガンマ線を測定するこ

とができれば、全ての核種において生成確率を得ることができるが、実際には未知のガン

マ遷移や測定限界以下の弱いガンマ線が多数存在するため、実験で得られる核種生成確

率は下限値となる。周辺核の系統性から全生成確率を導出するモデル計算も行われてい

るが、モデル依存性からくる不定性を完全には排除できない。もう一つの手法は放射化法

であり、前述の通り従来のオフライン放射化測定では長半減期の核種のみ生成確率が測

定可能なため、既存のデータは一部の生成核種に限定されている。本研究では特に生成核

種が全て放射性同位体である 106,108,110Pd 標的においては合計で 90% 以上のほぼ完全な核

種生成確率のデータを得ることができ、今後のミューオン核データ開発のための基礎手

法を確立することに成功した。 

 本実験はインビーム放射化法を適応した初めての実験であり、データ解析を進めてい

く中で測定体系には改良の余地が残されていることも明らかとなった。放射化法は核反

応で生成する核種の生成確率を測定する最も感度の高い手法であり、その測定限界は生

成核種の崩壊様式に強く依存するが、本研究ではおよそ生成確率 0.5%までの生成核を同

定している。測定限界は主にガンマ線スペクトルにおける信号バックグラウンド比に依

るため、放射能測定に使用した Ge 検出器を鉛の遮蔽で覆い、またコンプトン抑制機を利

用してバックグラウンドを低減させる。これにより測定感度をおよそ 10 倍に向上するこ

とが可能となる。これら感度向上のための開発はすでに完了しており、最近のインビーム
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放射化法による核種生成確率測定では、0.1%以下の生成確率をもつ核種生成の同定に成

功している。 

 
3. まとめ 
 現在我々はミューオン核データの開発を進めている。近年、ミューオンによる核反応

は、核変換・医療用 RI 製造・放射線安全・半導体ソフトエラー等の様々な研究分野でそ

の重要性が指摘されており、ミューオン核データはそれらの研究の基盤を提供するもの

である。 

 本稿では、ミューオン核データを構成する 5 つのサブライブラリの一つである「ミュー

オン捕獲による核種生成確率」の測定実験について紹介した。核種生成確率の測定手法と

して、インビーム放射化法という新たな手法を開発し、ミューオン核データ測定の基礎手

法を確立した。現在パルスミューオン施設であるRIKEN-RALと J-PARC MLF において、

さまざまな標的核種でのミューオン捕獲による核種生成確率の測定実験を系統的に行っ

ている。今後は、得られた実測データからミューオン核データを評価・整備して公開する

予定である。 
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